
競争入札参加資格申請書提出要領（令和７・８年度）【追加】 

 

 

１ 申請書の受付期間 

   佐賀東部水道企業団の入札参加申請の受付期間は次のとおりです。 

   受付期間 令和 8年 1月 5日（月）から令和 8月 1月 23日（金）まで 

   受付時間 ９時から１７時まで 

      （ただし、土曜日、日曜日、祝日及び平日の１２時から１３時までは除く。） 

   ※受付期間を過ぎたものについては受理できません。 

また、随時受付を行っておりませんのでご注意ください。 

 

２ 資格の有効期間 

   有効期間 令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

３ 提出方法及び申請書送付先 

   提出方法 原則郵便（令和 8年 1月 23日必着） 

   〒849-0914 佐賀市兵庫町大字西渕 1960-4 

         佐賀東部水道企業団 財政課 契約管理係 

 

４ 資格要件 

   申請者は、次の（１）～（６）の要件をすべて満たしていなければなりません。 

 

（１） 法的な契約能力を有していること。 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項、第２項各号

の規定に該当していないこと。 

（２） 国税に未納がないこと。 

法人の場合は、『納税証明書その３の３』、個人の場合は、『納税証明書その３の２』

を提出してください。 

（３） 市区町村税に未納がないこと。 

本店所在地の市区町村が発行する「納税証明書」を提出してください。ただし、委

任している場合は、委任先の支店、営業所所在地の市区町村税の「納税証明書」のみ

を提出してください。 

※証明書の種類は、市区町村税の未納がない証明書となります。 

（４） 暴力団関係者ではないこと。 

 申請者及び申請者の役員、申請者の使用人である者、申請者の経営に事実上参加し

ている者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）に規定される暴力団及び暴力団員若しくは暴力団員でなくなった日から５年を

経過しない者又は次に揚げる密接関係者でない者 

ア 暴力団又は暴力団員がその事業活動を実質的に支配していると認められる者 

イ 暴力団又は暴力団員の活動について特別の利害関係を有する者 

ウ 前２号に掲げる者のほか、暴力団又は暴力団員と関係を有する者であって、企業 

団が実施する入札に参加させることにより企業団の事務又は事業に不当な影響を 

 及ぼすおそれがあると認められる者 

（５） 売上（業務）実績があること。 

 登録を希望する業種について、直近の２事業年度のいずれかに売上（業務）実績を

有すること。 

 



（６） 許認可等を受けていること。 

登録を希望する業種について、官公庁の許可、認可、登録等が必要とされる場合は、

当該許可、認可、登録等を受けていること。 

  

５ 申請した事項の変更等の届出 

   申請書類の提出後、次の場合に該当するときは速やかに変更等の届出をお願いします。 

   郵送による届出も可能です。 

（１） 申請者又は競争に参加する資格があると認定された方が次に該当した場合 

① 死亡したとき 

② 法人が合併により消滅したとき 

③ 法人が破産等により解散したとき 

④ 廃業したとき 

⑤ 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権していない者に

なったとき 

（２） 有資格業者が次の事項を変更したとき 

① 住所 

② 商号又は名称 

③ 法人である場合においては代表者の氏名、個人である場合においてその氏名 

④ 営業所の名称、所在地、電話番号、ファクシミリ番号及び営業所の新設又は廃止 

⑤ 委任先の変更 

 

６ その他 

   令和５年度から適格請求書発行事業者（インボイス）の登録確認を行っています。 

   登録済みの場合は、入札参加資格審査申請書(企業団様式)に登録番号を記入してください。 

※申請後に登録が完了した場合は、財政課契約管理係に登録番号を書類（様式任意可）に

より報告してください。 

 

７ お問い合わせ先 

   佐賀東部水道企業団 財政課 契約管理係 

   TEL 0952-30-6151 FAX 0952-30-6154 

     URL https://sagatsk.or.jp/ 

 

８ 提出書類 

   申請書及び添付書類については、次のとおりとします。 

   Ａ.建設工事（別紙１） 

   Ｂ.測量・建設コンサルタント等（別紙２） 

   Ｃ.物品製造、役務の提供等（別紙３） 

 

   競争入札参加資格審査申請書及び誓約書は、企業団独自様式を使用してください。その他

の様式については、中央公共工事契約制度運用連絡協議会統一様式、企業団独自様式（ホー

ムページよりダウンロード可）又はこれらに準拠した自社作成様式により作成してください。 

 

   ※提出書類は、提出書類一覧の番号順に、指定された色の A4 判フラットファイル（金具

使用不可）で製本し、表紙及び背表紙に「令和７・８年度競争入札参加資格審査申請書」及

び「商号又は名称」を記入してください。 

  ※注）提出の際は書類の不備、不足がないかよく確認してください。 

  



別紙１ 

佐賀東部水道企業団競争入札参加資格審査申請書提出一覧（建設工事） 

 

Ａ．建設工事（ファイルの色：青系） 

1.競争入札参加資格審査申請書（企業団様式 1-1,1-2） 

競争参加資格希望工種区分は建設業法上の区分により、年間平均完成工事高がある工種

のみ記入。年間平均完成工事高がない工種については登録不可。 

2.営業所一覧表（統一様式又は企業団様式 2） 

3.業態調書（企業団様式 3） 

4.建設業許可書又は建設業許可証明書の写し 

5.総合評定値通知書の写し 

申請日時点で有効のもの。 

6.登記簿謄本の写し 

申請日前 3か月以内に発行されたもの。 

・法人－登記簿謄本又は登記事項全部証明書 

・個人－本籍のある市町村発行の身分証明書 

7.納税証明書の写し 

「未納税額のない証明書」又は「直近 2年分の納税証明書」 

・法人－【法人税、消費税及び地方消費税（様式その３の３）】 

及び【契約締結先となる事業所所在地の市区町村税】 

・個人－【所得税、消費税及び地方消費税（様式その３の２）】 

及び【契約締結者の居住地の市区町村税】 

8.使用印鑑届（企業団様式 4又はこれに準拠した様式） 

9.印鑑証明書の写し 

申請日前 3か月以内に発行されたもの。 

10.委任状（任意様式） 

入札参加資格の有効期間を通して委任する場合のみ提出。 

11.工事経歴書（企業団様式 5又はこれに準拠した様式） 

注文者、元請け又は下請けの区別、工事名、工事場所のある都道府県名、配置技術者名、

請負金額、着工及び完成（予定）年月については必ず記載し、希望工種ごとに、申請日前

2年間の工事について作成すること。 

12.技術者経歴書（企業団様式 6又はこれに準拠した様式） 

希望工種ごとに作成し、氏名、年齢、法令による免許等の名称及び取得年月、実務経歴、

経験年月数については必ず記載すること。 

 13.誓約書（企業団様式 7） 

 14.社会保険等の加入についての誓約書（企業団様式 8）※適用除外者を除く。 

 ※送水管・配水管布設工事は、上記 11～14に加え下記の 15～21を提出してください。 

15. 主観点事項に関する申請書（その１）（工事様式第 9号①） 

（１） 主観点事項のうち、社会貢献については、令和５年１月１日から令和６年１２月３１日

までのものについて記入すること。  

（２） 主観点項目のうち、主観点を希望する項目について「活動内容」欄、「点数」欄、「計」

欄に記入すること。  

（３） 各項目の合計点数を「合計」欄に記入すること。  

（４） 主観点を希望した項目については、項目ごとに必要な書類を添付すること。  

※様式はエクセルで作成し、「活動内容」欄を入力すれば点数等を計算するようにしてい 

ます。  

   ※主観点の算出方法については、関連ファイル「審査内容」を参照。  

  



16. 主観点事項に関する申請書（その２）（工事様式第 9号②）  

（１）災害復旧工事については、令和５年１月１日から令和６年１２月３１日までのものに

ついて記入すること。 

（２）対象工事は、送水管・配水管布設工事（佐賀東部水道企業団の発注した工事）のみ。 

 17. 配水管技能者等登録証  

配水管工技能講習会受講者へ交付される配水管技能者登録証の写しを提出すること。 

18.配水用ポリエチレンパイプシステム協会又は配水用ポリエチレン管取扱いメーカーの施工

講習受講証配水用ポリエチレンパイプシステム協会又は配水用ポリエチレン管取扱いメ

ーカーが交付するポリエチレン管施工講習の受講証の写しを提出すること。 

19. 社会貢献の実施状況を証する書類  

（１）主催者、自治会等からの証明書若しくは、それに準ずるものを提出すること。対象とな

るのは佐賀東部水道企業団構成団体内における活動のみとなる。  

（２）証明書等が取得できない場合は、新聞記事等の切り抜きでも可とする。  

（３）上記（１）及び（２）の書類は実施日及び参加人数が明記されたものであること。 

 20. 障害者雇用状況報告書【法定雇用義務者で法定雇用率を達成している者のみ提出】  

    公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」（令和 6年 6月 1日現在の状況を記

載し、職業安定所の受付印のあるもの）の写しを提出すること。 

 21. 障がい者雇用についての報告書（工事様式第 10号）  

（１）「障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123号。以下「法」という。）」

第 43条第１項に規定する障がい者の雇用義務がない事業者が、申請日現在において、法第

２条に定める障がい者で雇用保険の被保険者を雇用している場合に作成すること。ただし、

代表者及び役員で雇用保険に加入していない方は除くこと。  

（２）障がい等級又は区分欄は、身体障害者手帳等に記載されている障がい等級又は区分を

記入すること。 

22.受付返信用ハガキ 

郵送により提出された方のみ。 

 

※ 提出書類は、青色の A4判フラットファイルで製本すること。 

※ 表紙及び背表紙に「令和７・８年度競争入札参加資格審査申請書」及び「商号又は名称」を

記入すること。 

※ 書類は提出書類一覧の番号順に並べること。 



別紙２ 

佐賀東部水道企業団競争入札参加資格審査申請提出一覧（コンサル等） 

 

Ｂ．測量・建設コンサルタント等（ファイルの色：赤系） 

1.競争入札参加資格審査申請書（企業団様式 1-1,1-2,1-3） 

2.営業所一覧表（統一様式又は企業団様式 2）  

3.業態調書（企業団様式 3） 

4.登録等証明書の写し 

5.登記簿謄本の写し 

申請日前 3か月以内に発行されたもの。 

・法人－登記簿謄本又は登記事項全部証明書 

・個人－本籍のある市町村発行の身分証明書 

6.納税証明書の写し 

「未納税額のない証明書」又は「直近 2年分の納税証明書」 

・法人－【法人税、消費税及び地方消費税（様式その３の３）】 

及び【契約締結先となる事業所所在地の市区町村税】 

・個人－【所得税、消費税及び地方消費税（様式その３の２）】 

及び【契約締結者の居住地の市区町村税】 

7.使用印鑑届（企業団様式 4又はこれに準拠した様式） 

8.印鑑証明書の写し 

申請日前 3か月以内に発行されたもの。 

9.委任状（任意様式） 

入札参加資格の有効期間を通して委任する場合のみ提出。 

10.測量等実績調書（企業団様式 5又はこれに準拠した様式） 

注文者、元請け又は下請けの区別、件名、業務概要、業務履行場所のある都道府県名、

請負金額、業務履行期間については必ず記載し、登録業種ごとに、申請日前 2年間の業務

について作成すること。 

11.技術者経歴書（企業団様式 6又はこれに準拠した様式） 

氏名、法令による免許等の名称及び取得年月、実務経歴、経験年数については必ず記載

すること。 

12.財務諸表 

貸借対照表、損益計算書（直近 2年分） 

※前期と比較した決算報告書でも 2期分添付すること。 

 13.誓約書（企業団様式 7） 

14.受付返信用ハガキ 

郵送により提出された方のみ。 

 

※ 提出書類は、赤色の A4判フラットファイルで製本すること。 

※ 表紙及び背表紙に「令和７・８年度競争入札参加資格審査申請書」及び「商号又は名称」を

記入すること。 

※ 書類は提出書類一覧の番号順に並べること。 



別紙３ 

佐賀東部水道企業団競争入札参加資格審査申請提出一覧（物品等） 

 

Ｃ．物品製造等（ファイルの色：黄系） 

1.競争入札参加資格審査申請書（企業団様式 1-1,1-2） 

2.営業所一覧表（統一様式又は企業団様式 2） 

3.業態調書（企業団様式 3-1,3-2） 

希望する営業種目に○印を付け、その業種における申請日直前 2年間の年平均売上高を

記入すること。 

4.登録等証明書の写し 

営業に際し、許可、登録等を必要とする業種のみ。 

5.登記簿謄本の写し 

申請日前 3か月以内に発行されたもの。 

・法人－登記簿謄本又は登記事項全部証明書 

・個人－本籍のある市町村発行の身分証明書 

6.納税証明書の写し 

「未納税額のない証明書」又は「直近 2年分の納税証明書」 

・法人－【法人税、消費税及び地方消費税（様式その３の３）】 

及び【契約締結先となる事業所所在地の市区町村税】 

・個人－【所得税、消費税及び地方消費税（様式その３の２）】 

及び【契約締結者の居住地の市区町村税】 

7.使用印鑑届（企業団様式 4又はこれに準拠した様式） 

8.印鑑証明書の写し 

申請日前 3か月以内に発行されたもの。 

9.委任状（任意様式） 

入札参加資格の有効期間を通して委任する場合のみ提出。 

10.営業実績調書（企業団様式 5-1,5-2又はこれに準拠した様式） 

注文者、件名、納入又は契約金額、納入時期又は業務履行期間については必ず記載し、

申請日前 2年間の主な実績について作成すること。 

また、会社の概要、営業品目、営業実績及び営業所の所在等についての経歴書を自社で

作成している場合は、別途、直近のものを提出すること。（パンフレットでも可） 

12.財務諸表 

貸借対照表、損益計算書（直近 2年分） 

※前期と比較した決算報告書でも 2期分添付すること。 

 13.誓約書（企業団様式 6） 

14.受付返信用ハガキ 

郵送により提出された方のみ。  

 

※ 提出書類は、黄色の A4判フラットファイルで製本すること。 

※ 表紙及び背表紙に「令和７・８年度競争入札参加資格審査申請書」及び「商号又は名称」を

記入すること。 

※ 書類は提出書類一覧の番号順に並べること。 

 


